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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つの熱開始可能なガス発生火薬の熱開始および燃焼と、
　前記少なくとも１つの熱開始可能なガス発生火薬の前記燃焼によって生じるものからな
る、または、前記少なくとも１つの熱開始可能なガス発生火薬の前記燃焼と前記少なくと
も１つの熱開始可能な火薬によって燃焼が開始される少なくとも１つの燃焼被開始型火薬
の燃焼とによって生じるものからなる、燃焼ガスの発生と、
　前記燃焼ガスの作用による流体の加圧と、
　加圧された前記流体の送出とを含み、
　前記流体が安全防護用、保護用または暫定的な予防保守用の流体であり、過熱状態のシ
ステムに送出され、
　　前記少なくとも１つの熱開始可能な火薬の前記燃焼が、好適な熱伝導率を有する少な
くとも１つのハウジング内で行われ、前記少なくとも１つのハウジングが過熱状態の前記
システムに接触しているまたは少なくとも部分的に前記システムに組み込まれていること
を特徴とする、流体の自律的注入方法。
【請求項２】
　前記少なくとも１つの熱開始可能な火薬の前記燃焼が、８０℃と２７０℃の間の所定の
温度で開始されることを特徴とする、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記少なくとも１つの燃焼被開始型火薬の前記燃焼が、少なくとも１つの付加的な火薬
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を介して前記少なくとも１つの熱開始可能な火薬によって開始されることを特徴とする、
請求項１または２に記載の方法。
【請求項４】
　外部制御による少なくとも１つの燃焼被開始型火薬の着火を含むことを特徴とする、請
求項１～３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項５】
　潤滑剤または保護用添加剤または冷却剤を機械に注入するため、あるいは、
　冷却剤または反応抑制剤を反応器に注入するため、あるいは、
　保護用添加剤または冷却剤を電子システムに注入するために、実施されることを特徴と
する、請求項１～４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
　流体の自律的注入用装置であって、前記装置の構成が、
　好適な熱伝導率を有し、燃焼ガスを発生させる少なくとも１つの熱開始可能な火薬を収
容可能であり、機械的な、電気的な、または放射式の点火の制御部を含まずまた前記制御
部に接続もされていない、少なくとも１つのハウジングと、
　加圧されていない前記流体を貯留可能であり、加圧された前記流体を前記燃焼ガスの作
用によって直接的にまたは前記少なくとも１つのハウジングとリザーバの間にある可動分
離部材を介して送出する少なくとも１つの手段を備える、リザーバとを含み、
　過熱状態になりやすいシステムに接触するまたは少なくとも部分的に組み込む、または
そのための適応手段を含む、装置。
【請求項７】
　前記少なくとも１つのハウジングと前記リザーバの間に配置され前記少なくとも１つの
ハウジングおよび前記リザーバと連通し、燃焼によって燃焼ガスを発生させる少なくとも
１つの燃焼被開始型火薬が内部で燃焼可能な、燃焼室をさらに含むことを特徴とする、請
求項６に記載の装置。
【請求項８】
　前記燃焼室が、前記少なくとも１つの燃焼被開始型火薬を点火するための機械的な、電
気的な、または放射式の制御部を含まず、また前記制御部に接続もされていないことを特
徴とする、請求項７に記載の装置。
【請求項９】
　前記燃焼室が、前記少なくとも１つの燃焼被開始型火薬の点火を制御する手段を含むこ
とを特徴とする、請求項７に記載の装置。
【請求項１０】
　構成がシリンジの構成であることを特徴とする、請求項６から９のいずれか１項に記載
の装置。
【請求項１１】
　少なくとも１つの請求項６から１０に記載の装置が関連付けられていることを特徴とす
る、過熱状態になりやすいシステム。
【請求項１２】
　過熱状態になりやすい前記システム内の少なくとも１つの場所で、少なくとも２つの異
なる過熱温度での熱開始によって少なくとも２つの注入が行われることを可能にする少な
くとも２つの請求項６から１０に記載の装置が関連付けられていることを特徴とする、請
求項１１に記載のシステム。
【請求項１３】
　少なくとも１つの装置が、点火制御によって着火することができる燃焼被開始型火薬を
含む燃焼室を備えていることを特徴とする、請求項１１または１２に記載のシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、火薬式（ｐｙｒｏｔｅｃｈｎｉｃ）手段が関与する、流体の自律的注入の方
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法および装置に関する。より詳細には、過熱状態において、安全防護用、保護用または暫
定的な予防保守用の流体を自律的に注入する、方法および装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、熱開始反応の使用は、自動車の安全対策や危険物輸送の安全対策に関する分野に
、さらには電気の安全対策や消火に関する分野にも広がっている。自動車の安全対策の分
野および危険物輸送の安全対策の分野では、熱開始反応は、不慮の事態になった装置を爆
発前または予期しない影響が出る前に無力化するために使用される（仏国特許出願公開第
２８７０２３４号および米国特許第５２５３８９５号）。電気の安全対策の分野および消
火の分野では、火薬式ヒューズを使用して、過熱回路の電流を遮断する（米国特許第６５
１５５７０号）、または圧縮ガスの容器を開ける（米国特許第５８８１８１９号）、など
の事象を引き起こすことが一般に行われている。
【０００３】
　さらに、火薬式装置は、アクチュエータまたはシリンジを動作させることで、または、
リザーバを加圧することで知られている。このような装置は、特に、自動車の安全対策の
分野（欧州特許出願公開第１４８６６９７号）、消火の分野（欧州特許出願公開第０９５
６８８３号、欧州特許出願公開第１６０９５０７号）、および医療分野（仏国特許出願公
開第２８５２５１６号）に適用されている。このような装置内では、火薬の点火が、機械
的な、電気的な、または放射式の制御によって引き起こされる。
【０００４】
　過熱状態のシステムに冷却剤、潤滑剤、または他の安全防護用の流体を注入するための
様々な装置が開発されている。こういった装置は、
　・たとえば電子回路やコンピュータに冷却噴霧液を注入するという状況では手動により
動作し、または、
　・反応検出器（欧州特許出願公開第１３７６７２０号）、あるいは、温度センサおよび
／または圧力センサ（仏国特許出願公開第２８５７６９３号）が介入することによって、
動作する。この場合の装置は比較的複雑な構成になっている。
　・あるいは、自律的に動作する。安全防護用の流体の自律的注入用装置は、水銀など、
加熱されると膨張して、過熱状態のシステムに安全防護用の流体を押し込む、流体の膨張
する性質に基づいている（米国特許第１５７０８７３号）。この種の装置では、システム
の過熱が検出される時点と安全防護用の流体が注入される時点との間の応答時間が不満足
なものである。
【０００５】
　最後に、本発明の装置（下記参照）を機械分野で利用されている自動保守補給式ルブリ
ケータと区別する必要がある。このようなルブリケータは、電気化学的電池によってガス
の発生がプログラムされ、このガス発生によってシリンジのピストンが徐々に押されると
いう原理に基づいて動作する。このようなルブリケータは、１ヶ月から１２ヶ月の期間に
わたって継続的または定期的に潤滑を行うように設計されている。こういったルブリケー
タでは、動作の遅れが最長で１週間になることもある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　このような状況に鑑み、本発明は、実施が容易である流体の自律的注入方法と、前記方
法を実施するのに適しており簡素な設計の、流体の自律的注入用装置とを提供する。より
詳細には、本発明は、その広範な範囲内において、システムで過熱が起きた場合に安全防
護用、保護用または暫定的な予防保守用の流体をシステムに迅速に注入する方法と、前記
方法に関連する装置とを提供する。本発明による方法および装置には、工業規模で安全か
つ確実に、自動車の安全用エアバッグの用途として使用することができるという利点があ
る。さらに、これらは、調整の自由度と宇宙火工品分野で獲得したノウハウの恩恵を受け
ている。要求されることに応じて、注入時間を数ミリ秒から数秒に調整することができる
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。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　したがって本発明は、その第１の主題によると、流体の自律的注入方法に関し、前記方
法が、
　少なくとも１つの熱開始可能なガス発生火薬の熱開始および燃焼と、
　前記少なくとも１つの熱開始可能なガス発生火薬の前記燃焼によって生じるものからな
る、または、前記少なくとも１つの熱開始可能なガス発生火薬の前記燃焼と前記少なくと
も１つの熱開始可能な火薬によって燃焼が開始される少なくとも１つの燃焼被開始型火薬
の燃焼とによって生じるものからなる、燃焼ガスの発生と、
　前記燃焼ガスの作用による前記流体の加圧と、
　加圧された前記流体の送出とを含む。
【０００８】
　この新規な注入方法は、実施が簡単である。これは、エネルギー源と、または、システ
ムを保護する状況（後述参照）で保護されるシステムの外部の機械的要素と関連せずに、
自律的に動作する火薬式の方法である。より詳細には、この方法は、機械的な、電気的な
、または放射式の外部の制御を伴わない。特徴としては、特許請求の範囲で請求されてい
る方法の範囲において、熱開始を使用して、火薬式発生器の通常の動作時に発生するパイ
ロテクニックガスの作用によって流体を注入する。したがって、前述の流体は、所定の温
度で、すなわち、当該少なくとも１つの熱開始可能な火薬の燃焼が引き起こされる温度で
注入される。
【０００９】
　注入される流体は、特には、液体、エマルジョン、ゲル、グリース、またはペーストな
どでよく、任意選択的に粉末など固体物を充填してもよい。前記流体はまた、異なる性質
の複数の流体の混合物でもよく、特には、上に列挙したものから選択された少なくとも２
つの流体の混合物でもよい。
【００１０】
　当業者は、このような方法に使用できる熱開始可能な火薬の性質および熱開始が起こり
うる温度範囲を認識している。熱開始可能なガス発生火薬は、単独では、特に、米国特許
第６２２１１８７号、米国特許第６１０１９４７号、米国特許第５９５９２４２号、米国
特許第５７３９４６０号、米国特許第５８６６８４２号、および仏国特許第２８７０２３
４号の特許文献に記載されている。他の熱開始可能な「テルミット」とよばれる火薬は、
ガスを発生させずに熱だけを発生するものであるが、ガスを発生させる少なくとも１つの
火薬の燃焼を開始するのに使用してもよい。このような材料（テルミット火薬）は、特に
は特許文献米国特許第５０３５７５６号に記載されている。したがって、本明細書および
添付の特許請求の範囲において、「熱開始可能なガス発生火薬」という表現は、熱開始可
能なガス発生火薬単独、または、ガス発生火薬と組み合わせた熱開始可能なテルミット火
薬を意味するものと理解されよう。
【００１１】
　有利には、熱開始可能な火薬の燃焼が８０℃と２７０℃の間の所定の温度で開始される
。すなわち、本発明の方法は特に、火災状況下で遭遇する温度に比べると、低い温度で動
作するという要件を満たすことができる。
【００１２】
　主に２つの実施の変形形態によって、燃焼ガスの発生が起こり得る。第１変形形態によ
ると、ガスの発生は、少なくとも１つの熱開始可能なガス発生火薬（熱開始可能なガス発
生火薬＝上述のようなガス発生火薬単独またはテルミット火薬とガス発生火薬の組み合わ
せ）の燃焼だけによって誘発される。第２変形形態によると、ガスの発生は、少なくとも
１つの熱開始可能なガス発生火薬（熱開始可能なガス発生火薬＝上述のようなガス発生火
薬単独またはテルミット火薬とガス発生火薬の組み合わせ）の燃焼と、前記少なくとも１
つの熱開始可能な火薬によって燃焼が開始される少なくとも１つの燃焼被開始型火薬の燃
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焼とによって、誘発される。この第２変形形態は、前記少なくとも１つの熱開始可能な火
薬と前記少なくとも１つの燃焼被開始型火薬の間に配置された少なくとも１つの付加的な
火薬を含んでもよい。この場合は、前記少なくとも１つの燃焼被開始型火薬の燃焼が、点
火リレーとして働く前記少なくとも１つの付加的な火薬を介して、前記少なくとも１つの
熱開始可能な火薬によって開始される。
【００１３】
　存在する全ての火薬の燃焼に次いで発生するガスは、その作用によって流体を送出する
ことができるような圧力に達するまで、注入されるべき流体を加圧する。加圧された流体
は通常、送出手段の機能を提供する少なくとも１つの（圧力上昇を許容する）封止要素が
破れた後に送出される。実際には、前記流体は通常、少なくとも１つの壊れやすい膜、す
なわちプラスチックまたは金属の膜が有利にも断片化せずに破れて加圧力に屈した時に、
送出される。
【００１４】
　注入（その始動および実行）の制御のために、いくつかのパラメータ、特に以下のもの
を最適化してもよい。
（１）使用される（一または複数の）火薬材料がとる形状。熱開始可能な火薬（＝ガス発
生火薬単独またはガス発生火薬と組み合わせられたテルミット火薬）および／または付加
的な火薬（含まれる場合）および／または燃焼被開始型火薬（含まれる場合）は、粉末状
、および／または顆粒状、および／または粒子状、および／またはブロック状でもよい。
（２）使用される（一または複数の）火薬材料の組成物。熱開始可能な火薬の組成物は、
主に、所望の開始温度に応じて選択される。前記熱開始可能な火薬および／または付加的
な火薬（含まれる場合）および／または燃焼被開始型火薬（含まれる場合）は、一般に危
険区分１．１または１．３の一または複数の組成物に、特には一または複数の発炎燃焼性
（ｌｉｖｅ　ｃｏｍｂｕｓｔｉｏｎ）の火薬組成物に対応する。好ましい発炎燃焼性の火
薬組成物は、筒型火器の分野または自動車の安全対策の分野で使用されるものである。し
かし、他の種類の火薬組成物を採用してもよい。本発明の方法を実施するための好ましい
変形形態によると、熱開始可能な火薬および／または付加的な火薬（含まれる場合）およ
び／または燃焼被開始型火薬（含まれるの場合）の組成物は、酸性化合物を発生させない
。有利には、前記熱開始可能な火薬および／または前記付加的な火薬（含まれる場合）お
よび／または前記燃焼被開始型火薬（含まれる場合）の組成物は、
　　４５～５５重量％の硝酸グアニジンと、
　　４０～５０重量％の塩基性硝酸銅と、
　　０～５％の添加剤とから構成される。
（３）含まれる（一または複数の）火薬の量。
【００１５】
　これらのパラメータを適宜調節することで、
　・熱開始温度を設定すること、
　・発生するガスの量および注入前の前記ガスの圧力を（数バールから数百バールまで）
制御すること、
　・存在する火薬の燃焼時間（数ミリ秒から数秒まで）、および流体の送出期間を制御す
ること、が可能になる。
【００１６】
　有利な一変形形態によると、本発明の方法は、（たとえば機械的または電気的な過負荷
、短絡、過度の摩擦、冷却剤漏れ、潤滑剤漏れ、あるいは、化学的または電気化学的反応
の暴走によって）過熱状態になりやすいシステムの安全防護、保護、または暫定的な予防
保守という状況下で実施される。注入される流体は、所定の温度で送出される。すなわち
、少なくとも１つの熱開始可能な火薬の燃焼がその所定の温度で開始されたときに送出さ
れる。この自律的に注入される流体は、安全防護用または非常用の流体（システムの破壊
を防ぐ目的のもの）、保護用の流体（システムを動作可能に保持する目的のもの）、また
は暫定的な予防保守用の流体（仕様限界での動作という状況において）であり、過熱状態
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のシステムに送出される。実際には、前記システムの過熱の結果、前記少なくとも１つの
熱開始可能な火薬の着火または点火が引き起こされる。その後発生したガスによって、流
体が加圧され送出されることが可能になる。前記システムと前記熱開始可能な火薬とを結
びつけるものは、熱的性質だけである。点火を実施するために、有利には、前記少なくと
も１つの熱開始可能な火薬が、好適な（所望の点火時間に適合した）熱伝導率を有する少
なくとも１つのハウジング内に配置され、前記少なくとも１つのハウジングが過熱状態の
前記システムに接触しているまたは少なくとも部分的に前記システムに組み込まれている
。当業者は、存在する（一または複数の）火薬の物理的特性および化学的特性を変更する
ことによってだけでなく、前記ハウジングの配置および／またはその熱伝導率を変更する
ことによっても、そのシステムの感度を調整することができるということを認識している
。前記ハウジングは、銅および／またはアルミニウムなど熱伝導率の高い材料から作製さ
れることが好ましい。
【００１７】
　少なくとも１つの燃焼被開始型火薬が前記少なくとも１つの熱開始可能なガス発生火薬
（＝ガス発生火薬単体またはガス発生火薬と関連付けられたテルミット）と関連付けられ
ている、本発明の方法の変形形態では、前記少なくとも１つの燃焼被開始型火薬の燃焼が
外部制御によって開始されることが除外されない。本発明の方法をこのように実施するこ
とは先験的（ａ　ｐｒｉｏｒｉ）には最も一般的なものではないが、たとえば以下のよう
な特別な状況ではふさわしいことが分かるであろう。すなわち、
　・熱開始可能な火薬の自動着火温度に到達する前、
　・流体の注入が必要であるが過熱になっていないシステムの不具合の際、
　・システムの経年変化後の保守作業の際、
　・注入装置の寿命が終わり破壊される際、などである。
【００１８】
　したがって、このような特別な実施には、外部制御によって燃焼被開始型火薬の燃焼が
開始され、その直後に少なくとも１つの熱開始可能なガス発生火薬の熱開始および燃焼が
起こることが、含まれる。
【００１９】
　本発明の方法は（燃焼被開始型火薬が介在する場合もしない場合も）、特に、
　・潤滑剤または保護用添加剤または冷却剤を機械に注入するため、あるいは、
　・冷却剤または反応抑制剤を反応器に注入するため、あるいは、
　・保護用添加剤または冷却剤を電子システムに注入するために、実施してもよい。
【００２０】
　本発明に係る機械は、特には回転機械であり、より詳細には、メカニカルベアリングで
ある。
【００２１】
　メカニカルベアリングに潤滑剤を注入する分野、特には自動車両の変速機のベアリング
の緊急潤滑の分野を参照しつつ、詳細な説明を以下に少し行うが、これに限定されるもの
ではない。自動車の変速機の標準的な動作温度範囲は、３０℃と１５０℃の間である。し
かし、極端な動作条件下では、この温度範囲が限られた時間で－５０℃から＋１７０℃の
範囲に拡大する可能性がある。過負荷、速度超過、温度超過、低温始動、極端な動作条件
下での長時間の経過、または給油停止（ａ　ｂｒａｋｅ　ｉｎ　ｔｈｅ　ｏｉｌ　ｆｅｅ
ｄ）などの危機的な状況の場合に、有利にも、自動車の変速機の緊急潤滑を作動させるこ
とができる。現在、こういった非常事態に対処するためのいかなる方法および／またはシ
ステムも提案されていない。本発明はまさに、ベアリングの潤滑レベルの低下または潤滑
の不具合に相関する、非常事態に対処することを可能にする。具体的には、こういった非
常事態はベアリングの温度上昇を伴い、これによって前記少なくとも１つの熱開始可能な
火薬の燃焼を自然発生的に開始することができる。したがって、有利には、前記少なくと
も１つの熱開始可能な火薬が、変速機の動作温度範囲よりも高い１７０℃と２１０℃の間
の温度で自動着火するように選択される。有利には、２０ｍｍ×４０ｍｍ（下記参照）の
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寸法の装置の場合、数百ミリグラムから数グラムの火薬材料があれば５ｇから２０ｇの潤
滑剤を過熱したメカニカルベアリングに注入するのに十分である。
【００２２】
　メカニカルベアリングへの潤滑剤注入という用途は、鉄道分野、航空、特にはヘリコプ
ターの分野、および産業機械（回転機械、工作機械、建設現場用機械など）の分野に広げ
てもよい。
【００２３】
　本発明の第２の主題によると、本発明は、（上述の方法を実施するのに適した）流体の
自律的注入用装置に関し、この装置は、
　好適な熱伝導率を有し、燃焼ガスを発生させる少なくとも１つの熱開始可能な火薬（ガ
ス発生火薬単体、またはテルミット火薬＋ガス発生火薬）を収容可能であり、点火、特に
機械的な、電気的な、または放射式の点火の制御部を含まずまた前記制御部に接続もされ
ていない、少なくとも１つのハウジングと、
　加圧されていない前記流体を貯留するのに適しており、加圧された前記流体を燃焼ガス
の作用によって直接的にまたは前記少なくとも１つのハウジングとリザーバの間にある可
動分離部材を介して送出する少なくとも１つの手段を備える、リザーバとを含む。
【００２４】
　この火薬式装置の新規な点は、点火制御部がないことである。したがって、確実に点火
をするために、少なくとも１つの熱開始可能なガス発生火薬が少なくとも１つのハウジン
グ内にある。前記少なくとも１つの熱伝導ハウジングを正確に配置することおよび／また
は（構成材料の熱伝導率が高いまたは低いという、）前記少なくとも１つのハウジングの
性質により、異常な過熱を検出した時点と前記流体を注入する時点との間に経過する応答
時間を制御することが可能になる。有利には、これらのパラメータは、温度が意図してい
ない事態で最高に達したことで流体が時期尚早に注入されることを防ぐように、最適化さ
れる。また、前記パラメータおよび（一または複数の）火薬の総量は、前記流体の注入の
運動学に影響を及ぼし得る。
【００２５】
　本発明の装置の好ましい一実施形態によると、流体を貯留するのに適しているリザーバ
が、前記少なくとも１つの熱開始可能な火薬を収容する前記少なくとも１つのハウジング
よりも熱伝導率が低い材料で作製される。すなわち、その目的は、注入されるべき流体（
特には安全防護用、保護用または暫定的な予防保守用の流体）を「保護されるべき」シス
テムの過熱から生じ得るいかなる過熱の影響も受けない（過熱から守られる）ようにして
おくことである。この点において、前記リザーバが、プラスチックなどの軽い材料で作製
されることが有利である。
【００２６】
　前記リザーバは、（封止要素として働く）少なくとも１つの送出手段を備える。通常、
この送出手段は、壊れやすいプラスチックまたは金属の膜で作製された少なくとも１つの
膜を備える。有利には、前記少なくとも１つの膜は、加圧力を受けて断片化せずに破れる
。
【００２７】
　本発明の装置の特定の一実施形態によると、ハウジングとリザーバの間に可動分離部材
が配置される。この可動部材は、厳密には、燃焼ガスと注入流体の混合に問題がある場合
および／または燃焼ガスと注入流体の混合物が注入されると問題が生じる場合のみ必要で
ある。この可動部材は、特に、摺動ピストンまたは変形可能なダイヤフラムから構成され
てよい。
【００２８】
　有利には、本発明の装置の構成が、過熱状態になりやすいシステムに接触するまたは少
なくとも部分的に組み込むのに適している、またはそのための適応手段を含む。この構成
により、加熱の際に装置が迅速に介入すること、前記装置の応答時間を最適化すること、
過熱状態になりやすいシステムの外装（ｊａｃｋｅｔ）に圧力および温度の負荷がかかり
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続ける時間を制限することが可能になる。
【００２９】
　さらに、本発明の装置のこの構成によって、システムが封止されることが可能になり、
また、流体の自律的注入用装置と過熱状態になりやすい保護されるべきシステムの間に熱
的な関係だけが関与することにより、システムを振動応力に対して強くする。装置をシス
テムに組み込むという状況では、前記装置は、特に液状媒体に浸漬されていてもよい。た
とえば、装置が化学反応器内で浸漬されている場合は、この化学反応器が過熱状態になる
と、前記装置が熱伝導流体または反応抑制剤を自律的に注入してもよい。
【００３０】
　一実施形態によると、この装置は、前記少なくとも１つのハウジングと前記リザーバの
間に配置され（直接的または可動分離部材を介して）これらと連通している燃焼室をさら
に備え、前記燃焼室は、燃焼ガスを発生させる少なくとも１つの燃焼被開始型火薬がその
内部で燃焼するのに適している。前記燃焼室は、前記燃焼被開始型火薬の点火を促進する
付加的な火薬も含んでもよい。可動（ハウジング／リザーバ）分離部材がある場合は、当
然ながら前記部材は前記燃焼室とリザーバの間に配置される。
【００３１】
　通常、この燃焼室は、前記少なくとも１つの燃焼被開始型火薬を点火するための点火の
制御部、特に機械的な、電気的な、または放射式の、点火の制御部を含まず、また前記制
御部に接続もされていない。前記燃焼被開始型火薬の点火を誘発するのは、前記熱開始可
能なガス発生火薬から生じる燃焼ガスであり、任意選択的に付加的な火薬にも起因する。
前記燃焼被開始型火薬によって発生した燃焼ガスは、流体を加圧し注入することに寄与す
る。
【００３２】
　しかし、特定の一形態では、燃焼室が前記少なくとも１つの燃焼被開始型火薬の点火を
制御する手段を含むことが除外されない。この点火制御は、たとえば、熱開始可能な火薬
を開始させるような過熱を起こさない異常事態において流体を注入するため、または、保
守の関連で流体を注入するために使用してもよい（上述の方法の対応する変形形態を参照
）。
【００３３】
　特定の一実施形態によると、本発明の装置の構成が、シリンジの構成である。このよう
なシリンジのリザーバは、（流体を送出するための）複数のオリフィスを有していること
が有利である。
【００３４】
　本発明の第３の主題によると、本発明は、少なくとも１つの上述の本発明の装置（流体
の自律的注入用装置）が関連付けられている、過熱状態になりやすいシステムに関する。
このシステムは、特には、回転機械型の機械、より詳細にはメカニカルベアリング、ある
いは反応器または電子システムであってもよい。このシステムは、特には、過熱状態にな
りやすい前記システム内の少なくとも１つの場所で、少なくとも２つの異なる過熱温度で
の熱開始によって複数の注入が行われることを可能にする複数の独立した（本発明の）装
置が関連付けられていてもよい。
【００３５】
　一代替実施形態によると、少なくとも１つの装置（システムの単一の装置またはシステ
ムの複数の装置のうちの少なくとも１つの装置）が、点火制御によって着火することがで
きる燃焼被開始型火薬を含む燃焼室を備える。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】本発明の第１実施形態による流体の自律的注入用装置の概略縦断面図である。
【図２】過熱状態になりやすいシステムに取り付けられた、第２実施形態による流体の自
律的注入用装置の概略縦断面図である。
【図３】過熱状態になりやすいシステムに取り付けられた、本発明の第３実施形態による
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流体の自律的注入用装置の概略縦断面図である。
【図４】過熱状態になりやすいシステムに取り付けられた、本発明の第４実施形態による
流体の自律的注入用装置の概略縦断面図である。
【図５】メカニカルベアリングシステムに取り付けられた、本発明の第５実施形態による
流体の自律的注入用装置の縦断面斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００３７】
　図１から図５は、本発明による流体の自律的注入用装置の実施形態を示す。
【００３８】
　以下、添付の図面を参照しつつ、本発明をその２つの態様、すなわち方法と装置につい
て説明するが、これに限定されない。
【００３９】
　図示されている装置１０；１０ａ；１０ｂ；１０ｃ；１０ｄのそれぞれが、
　好適な熱伝導率を有し、燃焼ガスを発生させる少なくとも１つの熱開始可能な火薬１；
１ａ；１ｂ；１ｃ、１ｃ’；１ｄを収容可能であり、点火、特に機械的な、電気的な、ま
たは放射式の、点火の制御部を含まずまたこのような制御部に接続もされていない、少な
くとも１つのハウジング４’；４’ａ；４’ｂ；４’ｃ、４’ｃ’；４’ｄと、
　加圧されていない流体Ｆを貯留するのに適しており、加圧された前記流体Ｆを送出する
少なくとも１つの手段６；６ａ；６ｂ；６ｃ；６ｄ；を備えたリザーバ５；５ａ；５ｂ；
５ｃ；５ｄと、
　燃焼室４；４ａ；４ｂ；４ｃ（下記参照）またはハウジング４’ｄと前記リザーバ５；
５ａ；５ｂ；５ｃ；５ｄとの間にあり、燃焼ガスの作用によって変位することで前記流体
Ｆを加圧して送出する、可動分離部材７；７ａ；７ｂ；７ｃ；７ｄとを備える。
【００４０】
　各装置１０；１０ａ；１０ｂ；１０ｃ；１０ｄは、熱開始によって動作開始される。す
なわち、所定の温度を超えると前記少なくとも１つの熱開始可能なガス発生火薬１；１ａ
；１ｂ；１ｃ、１ｃ’；１ｄの燃焼が開始される。
【００４１】
　したがって、図１から図４に示す実施形態によると、燃焼室４；４ａ；４ｂ；４ｃは前
記少なくとも１つのハウジング４’；４’ａ；４’ｂ；４’ｃ、４’ｃ’と前記可動部材
７；７ａ；７ｂ；７ｃの間でこれらに連通して配置され、燃焼によって燃焼ガスを発生さ
せる少なくとも１つの燃焼被開始型火薬２；２ａ；２ｂ；２ｃ、２ｃ’がその内部で燃焼
するのに適している。
【００４２】
　上述の実施形態によると、燃焼室４；４ａ；４ｂ；４ｃは、前記少なくとも１つの燃焼
被開始型火薬２＋３；２ａ＋３ａ；２ｂ＋３ｂ；２ｃ＋３ｃ、２ｃ’＋３ｃ’（符号３；
３ａ；３ｂ；３ｃ、３ｃ’はリレー火薬を示す）を点火するための点火の制御部、特に機
械的な、電気的な、または放射式の、点火の制御部を含まず、またこのような制御部に接
続もされていない。
【００４３】
　図示しない一実施形態では、燃焼室が前記少なくとも１つの燃焼被開始型火薬の点火を
制御する手段を含む。この場合、装置は、（熱開始可能なガス発生火薬１；１ａ；１ｂ；
１ｃ、１ｃ’の熱開始によって）自律的に動作してもよいし、たとえばセンサやタイマな
どの指令に基づく点火制御によって動作開始されてもよい。
【００４４】
　図１から図４では、ハウジング４’；４’ａ；４’ｂ；４’ｃ、４’ｃ’内に配置され
た前記少なくとも１つの熱開始可能なガス発生火薬１；１ａ；１ｂ；１ｃ、１ｃ’の燃焼
によって、燃焼室４；４ａ；４ｂ；４ｃ；４ｄ内で、点火リレーとして働く少なくとも１
つの付加的な火薬３；３ａ；３ｂ；３ｃ、３ｃ’に点火することが可能になり、その結果
少なくとも１つの燃焼被開始型火薬２；２ａ；２ｂ；２ｃ、２ｃ’の燃焼が引き起こされ
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る。図５では、前記熱開始可能なガス発生火薬１ｄのみがそのハウジング４’ｄ内で燃焼
する。前記熱開始可能な火薬１ｄは（確実に）熱開始可能でガスを発生させる火薬である
。
【００４５】
　前記少なくとも１つの熱開始可能な火薬１；１ａ；１ｂ；１ｃ、１ｃ’；１ｄの熱開始
および燃焼は、したがって、燃焼ガスを発生させる。これらのガスは前記熱開始可能な火
薬１ｄの燃焼によって生じるもののみからなる、または、前記少なくとも１つの熱開始可
能な火薬１；１ａ；１ｂ；１ｃ、１ｃ’の燃焼と、前記少なくとも１つの付加的な火薬３
；３ａ；３ｂ；３ｃ、３ｃ’を介して前記少なくとも１つの熱開始可能な火薬１；１ａ；
１ｂ；１ｃ、１ｃ’によって燃焼が開始される前記少なくとも１つの燃焼被開始型火薬２
；２ａ；２ｂ；２ｃ、２ｃ’の燃焼とによって生じるものからなる。
【００４６】
　燃焼により生じるガスが、可動分離部材７；７ａ；７ｂ；７ｃ；７ｄに圧力を加え、そ
れにより注入されるべき流体Ｆを加圧する。送出手段６；６ａ；６ｂ；６ｃ；６ｄが有利
にも断片化せずに破れて加圧力に屈した時に前記流体が送出される。図１から図５では、
リザーバ５；５ａ；５ｂ；５ｃ；５ｄはシリンジのリザーバであり、可動部材はピストン
７；７ａ；７ｂ；７ｃ；７ｄに対応し、送出手段は膜６；６ａ；６ｂ；６ｃ；６ｄによっ
て形成され、プラスチックまたは金属の膜で作製されている。
【００４７】
　図１から図５を参照する。ハウジング４’；４’ａ；４’ｂ；４’ｃ、４’ｃ’；４’
ｄは特に、その壁部のうち少なくとも１つの構成材料の材質（たとえば銅またはアルミニ
ウム）によって、および／または、その壁部のうち少なくとも１つの厚みが薄いこと（た
とえば１０分の数ミリメートル）によって、高い熱伝導率を有していてもよい。
【００４８】
　図２から図５に示す装置１０ａ；１０ｂ；１０ｃ；１０ｄは、過熱状態になりやすいシ
ステム８ａ；８ｂ；８ｃ；８ｄ、特にはメカニカルベアリングシステム８ｄ（図５）に取
り付けられる。これらの装置によって、流体、特に安全防護用、保護用または暫定的な予
防保守用の流体Ｆが前記システム８ａ；８ｂ；８ｃ；８ｄに送出または注入されることが
可能になり、これらの装置は特に自動車の変速機のベアリングの緊急潤滑に適している。
【００４９】
　流体Ｆの自律的注入用の前記装置１０ａ；１０ｂ；１０ｃ；１０ｄのそれぞれは、少な
くとも、過熱状態になりやすいシステム８ａ；８ｂ；８ｃ；８ｄに一体化され好適な熱伝
導率を有する（一または複数の）ハウジング４’ａ；４’ｂ；４’ｃ、４’ｃ’；４’ｄ
を有する。さらに、前記装置１０ａ；１０ｄのリザーバ５ａ；５ｄは、膜６ａ；６ｄにお
いて、過熱状態になりやすい前記システム８ａ；８ｄに直接接触している（図２および図
５）。一方、リザーバ５ｂ；５ｃは前記システム８ｂ；８ｃに部分的に組み込まれている
（図３および図４）。
【００５０】
　添付の図を考察すると、燃焼室は１つの燃焼被開始型火薬（図１、２、３および５に示
す実施形態）または２つの燃焼被開始型火薬（図４に示す実施形態）を収容していること
が分かり、また、発生したガスが流体Ｆを加圧し、流体Ｆを１箇所（図１、２、４および
５に示す実施形態）または過熱状態になりやすいシステム内の異なる２箇所（図３に示す
実施形態）で送出できることが分かる。
【００５１】
　以下の例によって本発明を説明するが、本発明はこれに限られるものではない。
【実施例】
【００５２】
　図５を参照しつつ、本発明の方法の実施の例を示す。上述の方法の種々のパラメータを
以下の表に示す。
【００５３】
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【表１】

【００５４】
　ベアリングと比較すると４秒遅れて、真鍮のハウジング内で熱開始可能なガス発生火薬
組成物の自然発火温度に達した。この遅延は、ハウジングの材料の選択によって、および
前記ハウジングの配置によって調整可能であり、これにより、不具合の特徴ではない、ベ
アリングのある一点における過熱の場合は、組成物の自動着火は引き起こされずに済む。
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【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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